
貸 借 対 照 表

(2026年３月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,879,337 流 動 負 債 2,276,408

現 金 及 び 預 金 2,338,376 買 掛 金 596,916

受取手形、売掛金及び契約資産 1,104,347 電 子 記 録 債 務 582,092

電 子 記 録 債 権 31,648 短 期 借 入 金 600,000

商 品 及 び 製 品 47,473 一年内返済予定長期借入金 40,512

仕 掛 品 117,390 リ ー ス 債 務 23,091

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 114,027 未 払 金 100,804

前 払 費 用 47,914 未 払 費 用 60,136

未 収 入 金 76,310 未 払 法 人 税 等 22,618

そ の 他 3,458 未 払 消 費 税 等 49,095

貸 倒 引 当 金 △1,609 前 受 金 10,990

固 定 資 産 3,623,776 預 り 金 27,931

有 形 固 定 資 産 1,854,612 役 員 賞 与 引 当 金 9,284

建 物 310,262 賞 与 引 当 金 151,535

構 築 物 3,690 そ の 他 1,398

機 械 及 び 装 置 581,983 固 定 負 債 786,737

車 両 運 搬 具 154 長 期 借 入 金 111,416

工 具、 器 具 及 び 備 品 54,175 長 期 預 り 金 9,510

リ ー ス 資 産 88,457 リ ー ス 債 務 67,184

土 地 598,088 再評価に係る繰延税金負債 72,216

建 設 仮 勘 定 217,800 退 職 給 付 引 当 金 479,247

無 形 固 定 資 産 149,377 繰 延 税 金 負 債 47,162

ソ フ ト ウ エ ア 149,377 負 債 合 計 3,063,145

投資その他の資産 1,619,785 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 1,029,090 株 主 資 本 3,969,853

破 産 更 生 債 権 等 4,905 資 本 金 434,319

長 期 前 払 費 用 3,520 資 本 剰 余 金 415,947

投 資 不 動 産 567,584 資 本 準 備 金 110,000

そ の 他 19,589 そ の 他 資 本 剰 余 金 305,947

貸 倒 引 当 金 △4,905 利 益 剰 余 金 3,690,165

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,690,165

別 途 積 立 金 760,000

繰 越 利 益 剰 余 金 2,930,165

自 己 株 式 △570,579

評価・換算差額等 470,114

その他有価証券評価差額金 570,191

土地再評価差額金 △100,076

純 資 産 合 計 4,439,967

資 産 合 計 7,503,113 負 債 及 び 純 資 産 合 計 7,503,113

― 1 ―



損 益 計 算 書

(2025年４月１日から)2026年３月31日まで
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,967,190

売 上 原 価 8,009,784

売 上 総 利 益 1,957,405

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,741,422

営 業 利 益 215,983

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 26,163

受 取 家 賃 10,380

作 業 く ず 売 却 益 23,363

不 動 産 賃 貸 収 入 42,000

そ の 他 5,061 106,968

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,835

不 動 産 賃 貸 原 価 20,069

そ の 他 5,489 34,394

経 常 利 益 288,557

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 219 219

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 80 80

税 引 前 当 期 純 利 益 288,696

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 74,799

法 人 税 等 調 整 額 25,347 100,146

当 期 純 利 益 188,549
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株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から)2026年３月31日まで
(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当 期 首 残 高 434,319 110,000 305,947 415,947

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － －

当 期 純 利 益 － － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

－ － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 434,319 110,000 305,947 415,947

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 760,000 2,856,614 3,616,614

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △114,998 △114,998

当 期 純 利 益 － 188,549 188,549

自 己 株 式 の 取 得 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

－ － －

当 期 変 動 額 合 計 － 73,550 73,550

当 期 末 残 高 760,000 2,930,165 3,690,165
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(単位：千円)

株 主 資 本

自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △570,579 3,896,302

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △114,998

当 期 純 利 益 － 188,549

自 己 株 式 の 取 得 － －

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

－ －

当 期 変 動 額 合 計 － 73,550

当 期 末 残 高 △570,579 3,969,853

(単位：千円)

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価差額金

評価・換算差額
等合計

当 期 首 残 高 346,500 △100,076 246,423 4,142,726

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △114,998

当 期 純 利 益 － － － 188,549

自 己 株 式 の 取 得 － － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

223,690 － 223,690 223,690

当 期 変 動 額 合 計 223,690 － 223,690 297,241

当 期 末 残 高 570,191 △100,076 470,114 4,439,967
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
①商品及び製品

移動平均法
②原材料

移動平均法
③仕掛品

個別法
④貯蔵品

最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産及び投資不動産

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～50年
機械及び装置 ４～10年
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償
却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
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貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担
額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額
を計上しております。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額
（自己都合期末要支給額の全額）に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

４．収益及び費用の計上基準
（収益の計上基準）

製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に
基づいて製品を出荷し、引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務
は、出荷と引き渡し時点に重要な相違はなく、出荷した時点で顧客が当該製品
に対する支配を獲得していることから、履行義務が充足されると判断し、出
荷した時点で収益を認識しております。

(会計上の見積りに関する注記)
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であっ
て、翌事業年度に係る計算書類に影響を及ぼす可能性のあるものは、次のとおり
です。

繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

当事業年度

繰延税金負債 47,162

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、繰延税金資産については、将来の課税所得の見込み及びタックス・プ
ランニングに基づき、回収可能性を十分に検討し、回収可能な額を計上してお
ります。また、既に計上した繰延税金資産については、その回収可能性につい
て毎期検討し、内容の見直しを行っておりますが、将来の課税所得の見込みの
変化やその他の要因に基づき繰延税金資産の回収可能性の評価が変更された場
合、繰延税金資産の取崩又は追加計上により当期純利益が変動する可能性があ
ります。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 2,433,777千円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）担保に供している資産

該当事項はありません。
（２）担保に係る債務

該当事項はありません。

３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評
価に関する法律の一部を改正する法律 (平成13年３月31日公布法律第19号)に基づ
き、2002年（平成14年）３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。
なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額
を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２
条第３号に定める固定資産税評価額により算出
再評価を行った年月日 2002年（平成14年）３月31日

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締
結しております。
当該契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 800,000千円
借入実行残高 600,000千円
差引額 200,000千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 4,015,585 － － 4,015,585

２．自己株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 1,140,615 － － 1,140,615

３．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2025年6月26日
定時株主総会

普通株式 114,998千円
利益剰余
金

40円 2025年3月31日 2025年6月27日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌事業年度とな
るもの

決 議
（予 定）

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2026年6月25日
定時株主総会

普通株式 114,998千円
利益剰余
金

40円 2026年3月31日 2026年6月26日

― 8 ―



（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

（1） 金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的な預金を中心に、安全性の高い金融資

産で運用し、短期的な運転資金については主に銀行借入により調達しており
ます。

また、設備計画に基づく必要な資金についても銀行借入により調達してお
ります。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権は、顧

客の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管

理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を１年ごとに把握す
る体制としております。

投資有価証券は、主に純投資目的の債券及び株式並びに取引先企業との業
務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務
状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し
ております。

営業債務である買掛金及び電子記録債務は、１年以内の支払期日でありま
す。

借入金のうち、短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期
借入金（一年内返済予定長期借入金を含む）は、設備投資に係る資金調達で
あります。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社で
は、財務経理部が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理してお
ります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券 1,029,090 1,029,090 －

資産計 1,029,090 1,029,090 －

長期借入金（一年内
返済予定長期借入金
を含む）

151,928 146,824 △5,103

負債計 151,928 146,824 △5,103

（*1）「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「電子記録債権」「買掛
金」「電子記録債務」「短期借入金」については、短期間で決済されるもので
あるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略してお
ります。

（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 2,338,376 － － －

受取手形、売掛金及
び契約資産

1,104,347 － － －

電子記録債権 31,648 － － －

合 計 3,474,373 － － －

（注）２．短期借入金及び長期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む）の決算日
後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 600,000 － － － － －

長期借入金 40,512 40,512 40,512 30,392 － －

合 計 640,512 40,512 40,512 30,392 － －
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３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを使用して算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最
も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券 1,029,090 － － 1,029,090

資産計 1,029,090 － － 1,029,090

該当事項はありません。 － － － －

負債計 － － － －

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

該当事項はありません。 － － － －

資産計 － － － －

長期借入金（一年内返済予定
長期借入金を含む）

－ 146,824 － 146,824

負債計 － 146,824 － 146,824

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
活発な市場における相場価格を用いて上場株式を評価しており、レベル１

の時価に分類しております。
長期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む）
借入契約毎に分類した当該長期借入金の元利金を同様の借入において想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 千円
未払事業所税 1,289
未払事業税 3,778
賞与引当金否認 47,764
貸倒引当金限度額超過 2,053
減損損失否認 7,477
投資有価証券評価損否認 10,673
退職給付引当金否認 151,058
会員権評価損否認 1,252
棚卸資産評価損否認 388
その他 1,391
繰延税金資産計 227,128
評価性引当額 △19,796
繰延税金資産合計 207,331

繰延税金負債 千円
その他有価証券評価差額金 △254,493
繰延税金負債合計 △254,493
差引 繰延税金負債の純額 △47,162

土地再評価に係る繰延税金負債 △72,216

(リースにより使用する固定資産に関する注記)
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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（賃貸等不動産に関する注記）
１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は東京都に賃貸用土地建物を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価

賃貸等不動産 578,718 699,897

（注）当事業年度の時価は、路線価等に基づいて自社で算定した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,544円35銭
２．１株当たり当期純利益 65円58銭

（収益認識に関する注記）
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

顧客との契約から生じる収益 9,967,190

その他の収益 －

合計 9,967,190

（注）当社は、販売促進関連事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる
収益の区分は概ね単一であることから、顧客との契約から生じる収益を分解した情報
の記載を省略しております。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報につきましては、25

頁「４．収益及び費用の計上基準（収益の計上基準）」に記載のとおりであります。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりであり

ます。
顧客との契約から生じた債権 958,362千円
契約資産 177,633千円
契約負債 6,293千円

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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